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C o n t e n t

民間の知恵で
公共施設に新しい価値を

【施設運営】

G20を支える
専門家集団の存在

【国 際】

AI・ロボット普及は
日本に生産性改革を促すか

【競争力】

栄養表示の義務化がもたらす
新たな食・健康ビジネス

【高齢社会】

認知症予防に有効な
社会参加システム

【ヘルスケア】

【施設運営】

P o i n t
●有明アリーナを契機にコンセッションの活用推進に対する期待感が向上。

●収益の再投資により公共施設に新たな価値を創出。

●「にぎわい形成」や「新たな体験」も新たな公的価値だという発想の転換を。

　
2
0
1
9
年
3
月
、国
内
ア
リ
ー
ナ
初
の
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
と
し

て
注
目
さ
れ
る
東
京
都
の
有
明
ア
リ
ー
ナ
管
理
運
営
事
業
の
運
営

権
者
候
補
者
が
選
定
さ
れ
た
。コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
は
、公
共
施
設
の

所
有
権
を
公
共
主
体
に
残
し
た
ま
ま
施
設
の
運
営
権
を
民
間
事

業
者
に
設
定
す
る
こ
と
に
よ
り
、料
金
設
定
や
更
新
投
資
も
含
め

自
由
度
の
高
い
施
設
経
営
を
可
能
と
す
る
管
理
運
営
方
式
で
あ

る
。公
共
施
設
の
管
理
運
営
を
民
間
事
業
者
が
行
う
主
要
な
仕

組
み
と
し
て
指
定
管
理
者
制
度
と
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
あ
る
が
、公

共
性
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
代
行
に
と
ど
ま
ら
ず
、民
間
視
点

に
よ
る
自
由
度
の
高
い
施
設
経
営
に
よ
っ
て
収
益
拡
大
を
図
る
に

は
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
有
効
と
さ
れ
て
い
る
。政
府
も
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ

ン
の
活
用
を
推
進
し
て
お
り
、有
明
ア
リ
ー
ナ
を
文
教
施
設
分
野

の
先
進
事
例
と
し
て
案
件
増
加
へ
の
期
待
が
高
ま
っ
て
い
る
。

　
し
か
し
、コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
後
続
案
件
が
な
か
な
か
出
て
こ
な

い
実
情
も
あ
る
。公
共
施
設
に
は
地
方
自
治
法
に
規
定
さ
れ
る

「
公
の
施
設
」の
考
え
方
が
あ
り
、誰
も
が
平
等
に
利
用
で
き
る
公

共
性
が
求
め
ら
れ
て
き
た
。施
設
経
営
の
自
由
度
の
高
ま
り
が
営

利
主
義
に
つ
な
が
り
、ひ
い
て
は
公
共
性
を
損
な
う
と
考
え
る
自

治
体
も
多
い
こ
と
が
、検
討
が
進
ま
な
い
一
因
で
あ
る
。

　
有
明
ア
リ
ー
ナ
の
場
合
、単
な
る
箱
貸
し
に
よ
る
受
け
身
の
施

設
運
営
で
は
な
く
、民
間
事
業
者
が
有
す
る
国
内
外
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
活
か
し
、ス
ポ
ー
ツ
の
国
際
大
会
や
ト
ッ
プ
ア
ー
テ
ィ
ス

ト
の
公
演
な
ど
質
の
高
い
コ
ン
テ
ン
ツ
を
誘
致・編
成
す
る
こ
と
で

稼
働
率
と
収
益
性
を
高
め
、地
域
に
に
ぎ
わ
い
を
も
た
ら
す
こ
と

が
で
き
る
。ま
た
、継
続
的
な
I
T
投
資
に
よ
り
、大
型
ビ
ジ
ョ
ン

に
よ
る
デ
ジ
タ
ル
演
出
な
ど
最
新
鋭
の
観
戦
環
境
や
、施
設
と
来

場
者
を
つ
な
ぐ
ア
プ
リ
を
活
用
し
た
さ
ま
ざ
ま
な
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
な
ど
、快
適
で
便
利
な
利
用
者
サ
ー
ビ
ス
を
つ
く
り
出
す
こ
と

も
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
よ
う
な「
攻
め
の
公
共
施
設
」は
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
メ
リ
ッ

ト
を
最
大
限
に
活
か
す
こ
と
で
実
現
で
き
る
。「
に
ぎ
わ
い
の
形

成
」は
社
会
経
済
へ
の
好
影
響
を
生
む
。大
型
ビ
ジ
ョ
ン
や
ア
プ
リ

な
ど
を
駆
使
し
た「
新
た
な
体
験
」は
利
用
者
満
足
度
の
向
上
に

つ
な
が
る
。自
治
体
に
は
、こ
の
よ
う
な
社
会
的
・
文
化
的
イ
ン
パ

ク
ト
も
、公
共
施
設
が
新
た
に
創
出
す
る
公
的
価
値
だ
と
い
う
発

想
の
転
換
が
必
要
だ
ろ
う
。

［図］有明アリーナで提案された最先端スマートアリーナのイメージ

出所：運営権者候補者の提案概要（東京都オリンピック・パラリンピック準備局）
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中年期 2%
9%

1%

高齢期 3%
2%
1%

4%
5%

MRI MONTHLY REVIEW MRI MONTHLY REVIEW

栄養表示の義務化がもたらす
新たな食・健康ビジネス

P o i n t
●加工食品の栄養表示が全面義務化。消費者の「栄養摂取」意識も高まる。

●スマホアプリやAIの進化で、よりパーソナルな栄養管理も可能に。

●栄養と健康情報の蓄積が社会課題解決型ビジネス・研究の進展に寄与。

［図］栄養バランスを考えた食事をとりたい消費者の比率

【高齢社会】

認知症予防に有効な
社会参加システム

未来構想センター　川崎 祐史

　
す
で
に
世
界
最
多
の
水
準（
※
1
）に
あ
る
日
本
の
認
知
症
患
者

数
は
2
0
2
5
年
に
約
7
0
0
万
人
と
、65
歳
以
上
人
口
の
5

分
の
1
に
達
す
る
見
込
み
だ（
※
2
）。対
策
は
待
っ
た
な
し
で
あ

る
。し
か
し
、認
知
症
で
最
も
患
者
が
多
い
ア
ル
ツ
ハ
イ
マ
ー
型
の

治
療
薬
開
発
は
こ
こ
数
年
、臨
床
試
験
で
薬
効
が
確
認
で
き
ず
中

止
が
相
次
い
で
い
る
。認
知
症
の
根
本
的
な
治
療
が
可
能
と
な
る

の
は
20
〜
30
年
後
と
思
わ
れ
る
。

　
当
面
は
、予
防
の
強
化
に
努
め
る
こ
と
が
現
実
的
な
策
と
考
え

ら
れ
る
。そ
う
し
た
中
、発
症
リ
ス
ク
を
高
め
る
要
因
が
統
計
的

手
法
に
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
て
き
た
。世
界
的
な
権
威
が
集
ま
る

ラ
ン
セ
ッ
ト
委
員
会（
※
3
）の
2
0
1
7
年
報
告
に
よ
る
と
、認
知

症
の
約
35
%
は
九
つ
の
リ
ス
ク（
図
）を
抑
制
す
れ
ば
予
防
で
き
る

可
能
性
が
あ
る
。こ
の
う
ち
、高
齢
期
の
社
会
的
孤
立
と
運
動
不

足
へ
の
対
策
は
、10
年
後
に
は
高
齢
者
世
帯
の
4
割
近
く
が
一
人

暮
ら
し
と
な
る
日
本
に
お
い
て
重
要
と
言
え
よ
う
。

　
こ
う
し
た
リ
ス
ク
の
低
減
に
効
果
的
な
高
齢
者
の
社
会
参
加
シ

ス
テ
ム
構
築
が
、全
国
各
地
で
始
ま
っ
て
い
る
。先
駆
的
な
例
と
し

て
は
、千
葉
県
柏
市
・
U
R
都
市
機
構
・
東
京
大
学
が
2
0
1
0

年
か
ら
同
市
内
の
団
地
で
進
め
て
き
た
就
労
促
進
事
業
が
あ
る
。

高
齢
者
が
健
康
づ
く
り
や
生
き
が
い
創
出
を
主
目
的
に
、居
住
地

の
近
く
で
無
理
な
く
働
く
取
り
組
み
で
あ
る
。新
規
に
用
意
さ
れ

た
都
市
型
農
業
や
学
童
保
育
、介
護
補
助
な
ど
に
従
事
し
た
高

齢
者
か
ら
は「
生
活
に
よ
い
緊
張
感
が
で
き
た
」「
人
と
の
交
流
が

増
え
た
」な
ど
の
回
答
が
寄
せ
ら
れ
た
。「
柏
モ
デ
ル
」の
立
役
者

は
、連
絡
調
整
や
労
務
管
理
な
ど
を
行
う
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
で

あ
っ
た
。高
齢
者
本
人
と
、地
場
企
業
や
社
会
福
祉
法
人
と
い
っ

た
事
業
主
と
の
希
望
を
丁
寧
に
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
た
ほ
か
、社
会

参
加
の
き
っ
か
け
づ
く
り
や
そ
の
後
の
コ
ー
チ
ン
グ
な
ど
で
も
活

躍
し
た
。

　
さ
ら
に
今
後
は
、社
会
参
加
を
促
す
バ
ー
チ
ャ
ル
な
仕
組
み
も

大
い
に
役
立
つ
。例
え
ば
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
独
自
の
話
題
を
提
供

す
る
地
域
S
N
S
や
、特
定
の
イ
ベ
ン
ト
に
出
席
す
れ
ば
特
典
が

得
ら
れ
る
仮
想
的
な
地
域
ポ
イ
ン
ト
な
ど
だ
。I
C
T
や
A
I
技

術
を
活
か
す
こ
と
に
よ
り
小
ま
め
な
き
っ
か
け
づ
く
り
の
仕
掛
け

が
で
き
れ
ば
、認
知
症
を
防
止
す
る
一
手
に
も
な
り
う
る
は
ず
で

あ
る
。

P o i n t
●認知症の根本的な治療が可能となるのは20～30年後と思われる。

●当面は予防強化が現実的であり、高齢者の社会参加が有効との統計あり。

●コーディネーターと社会参加促進のバーチャルな仕組みが不可欠。

［図］認知症の発生に対する各リスク因子の影響度

出所：ランセット委員会2017年報告を基に三菱総合研究所作成

（
※
1
）加
工
食
品
の
栄
養
表
示
の
義
務
化
猶
予
期
間
が
2
0
2
0
年
3
月
に
終
了
。

（
※
2
）満
た
さ
れ
る
ニ
ー
ズ
の
種
類
を
多
く
取
り
そ
ろ
え
る
こ
と
に
よ
り
、個
別
ニ
ー

ズ
を
も
つ
消
費
者
が
少
な
く
て
も
、全
体
と
し
て
多
く
の
消
費
者
の
ニ
ー
ズ

を
満
た
す
。

（
※
3
）三
菱
総
合
研
究
所「
生
活
者
市
場
予
測
シ
ス
テ
ム（
m
i
f
）」に
よ
る
調
査
。

対
象
：
日
本
全
国
の
20
〜
69
歳
の
男
女 

／ 
サ
ン
プ
ル
数
：
3
万
人

調
査
時
期
：
2
0
1
8
年
6
月 

／ 

調
査
方
法
：
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査

（
※
1
）経
済
協
力
開
発
機
構（
O
E
C
D
）の『
図
表
で
み
る
医
療 

2
0
1
7
』に

よ
れ
ば
、2
0
1
7
年
時
点
で
日
本
の
認
知
症
患
者
数
は
1
0
0
0
人
中

23・3
人
と
、加
盟
国
中
1
位
。　
　
　
　
　
　
　
　

（
※
2
）厚
生
労
働
省「
認
知
症
施
策
推
進
総
合
戦
略（
新
オ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
）」に
よ

る
推
計
。

（
※
3
）英
国
の
医
学
雑
誌「T

he Lancet

」の
認
知
症
予
防・介
入・ケ
ア
に
関
す
る

国
際
委
員
会
。

　
2
0
2
0
年
4
月
、ほ
ぼ
全
て
の
加
工
食
品
で
栄
養
表
示
が
義

務
化（
※
1
）さ
れ
る
。生
鮮
食
品
の
食
品
成
分
表
と
組
み
合
わ
せ

て
、ど
の
よ
う
な
食
事
か
ら
、ど
の
よ
う
な
栄
養
を
ど
の
程
度
と
っ

た
の
か
を
消
費
者
自
ら
が
把
握
可
能
に
な
る
。あ
ら
た
め
て
、食

事
の「
栄
養
摂
取
」と
い
う
側
面
に
注
目
が
集
ま
り
そ
う
だ
。

　
今
回
、義
務
化
さ
れ
る
表
示
は
、カ
ロ
リ
ー
、タ
ン
パ
ク
質
、脂

質
、炭
水
化
物
、ナ
ト
リ
ウ
ム（
食
塩
相
当
量
）と
い
っ
た
生
活
習

慣
病
の
予
防
に
つ
な
が
る
5
項
目
で
あ
る
。適
切
な
情
報
開
示

に
よ
り
、消
費
者
の
食
生
活
改
善
に
よ
る
生
活
習
慣
病
の
予
防
、

ひ
い
て
は
医
療
費
の
削
減
効
果
も
見
込
ま
れ
る
。最
近
で
は
、日
々

の
食
事
内
容
を
記
録
し
、カ
ロ
リ
ー
や
P
F
C
バ
ラ
ン
ス（
タ
ン
パ

ク
質
、脂
質
、炭
水
化
物
の
バ
ラ
ン
ス
）を
自
動
計
算
し
て
く
れ
る

ス
マ
ホ
ア
プ
リ
も
提
供
さ
れ
て
お
り
、こ
う
し
た
サ
ー
ビ
ス
が
情
報

の
活
用
を
後
押
し
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　
し
か
し
、「
1
0
0
グ
ラ
ム
中
の
食
塩
相
当
量
0.3
グ
ラ
ム
」な
ど

細
か
な
数
字
を
毎
食
の
調
理
の
た
び
、い
く
つ
も
チ
ェッ
ク
す
る
の

は
し
ん
ど
い
。ス
マ
ホ
ア
プ
リ
を
使
用
し
て
も
、「
入
力
の
手
間
」

「
分
か
る
こ
と
の
少
な
さ
」「
継
続
の
難
し
さ
」と
い
っ
た
壁
に
直

面
す
る
。課
題
は
ま
だ
ま
だ
多
い
。

　
た
だ
し
、加
工
食
品
の
写
真
か
ら
商
品
を
判
定
し
て
栄
養
デ
ー

タ
を
自
動
入
力
す
る
よ
う
な
機
能
が
普
及
す
れ
ば
、日
々
の
栄
養

管
理
の
作
業
負
荷
は
軽
減
さ
れ
る
。A
I
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
が
進

化
す
れ
ば
、糖
尿
病
、貧
血
な
ど
の
食
事
習
慣
と
密
接
に
関
係
す

る
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
病
気
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
も
可
能
に
な
る
。利

用
者
一
人
ひ
と
り
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
栄
養
管
理
が
実
現
す
れ

ば
、少
数
派
の
ニ
ー
ズ
が
主
役
の「
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
」型（
※
2
）の
栄

養
管
理
の
実
現
が
近
づ
く
の
で
は
な
い
か
。

　
超
高
齢
社
会
を
迎
え
る
に
あ
た
り
栄
養
管
理
へ
の
ニ
ー
ズ
は
確

実
に
増
す
と
見
ら
れ
る
。当
社
調
査（
※
3
）に
よ
れ
ば「
健
康
の
た

め
に
栄
養
バ
ラ
ン
ス
の
良
い
食
事
を
し
た
い
」と
考
え
る
消
費
者

は
約
7
割
で
、高
齢
者
ほ
ど
増
加
す
る
傾
向
が
あ
る（
図
）。ス
マ
ホ

ア
プ
リ
や
A
I
の
普
及
に
伴
い
、栄
養
摂
取
と
健
康
に
関
連
す
る

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
が
蓄
積
さ
れ
れ
ば
、個
人
の
生
活
習
慣
に
即
し
た

ア
ド
バ
イ
ス
が
的
確
に
な
り
、健
康
経
営
や
健
康
寿
命
の
延
伸
な

ど
に
寄
与
す
る
多
様
な
社
会
課
題
解
決
型
ビ
ジ
ネ
ス
が
発
展
す

る
可
能
性
が
高
ま
る
。

【ヘルスケア】

地域創生事業本部　葦津 紗恵

15歳までの
教　育若年期 8%

35%

喫 煙
う つ 病
運 動 不 足
社会的孤立
糖 尿 病

難 聴
高 血 圧
肥 満

出所：三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）」
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中年期 2%
9%

1%

高齢期 3%
2%
1%

4%
5%

MRI MONTHLY REVIEW MRI MONTHLY REVIEW

栄養表示の義務化がもたらす
新たな食・健康ビジネス

P o i n t
●加工食品の栄養表示が全面義務化。消費者の「栄養摂取」意識も高まる。

●スマホアプリやAIの進化で、よりパーソナルな栄養管理も可能に。

●栄養と健康情報の蓄積が社会課題解決型ビジネス・研究の進展に寄与。

［図］栄養バランスを考えた食事をとりたい消費者の比率

【高齢社会】

認知症予防に有効な
社会参加システム

未来構想センター　川崎 祐史

　
す
で
に
世
界
最
多
の
水
準（
※
1
）に
あ
る
日
本
の
認
知
症
患
者

数
は
2
0
2
5
年
に
約
7
0
0
万
人
と
、65
歳
以
上
人
口
の
5

分
の
1
に
達
す
る
見
込
み
だ（
※
2
）。対
策
は
待
っ
た
な
し
で
あ

る
。し
か
し
、認
知
症
で
最
も
患
者
が
多
い
ア
ル
ツ
ハ
イ
マ
ー
型
の

治
療
薬
開
発
は
こ
こ
数
年
、臨
床
試
験
で
薬
効
が
確
認
で
き
ず
中

止
が
相
次
い
で
い
る
。認
知
症
の
根
本
的
な
治
療
が
可
能
と
な
る

の
は
20
〜
30
年
後
と
思
わ
れ
る
。

　
当
面
は
、予
防
の
強
化
に
努
め
る
こ
と
が
現
実
的
な
策
と
考
え

ら
れ
る
。そ
う
し
た
中
、発
症
リ
ス
ク
を
高
め
る
要
因
が
統
計
的

手
法
に
よ
り
明
ら
か
に
な
っ
て
き
た
。世
界
的
な
権
威
が
集
ま
る

ラ
ン
セ
ッ
ト
委
員
会（
※
3
）の
2
0
1
7
年
報
告
に
よ
る
と
、認
知

症
の
約
35
%
は
九
つ
の
リ
ス
ク（
図
）を
抑
制
す
れ
ば
予
防
で
き
る

可
能
性
が
あ
る
。こ
の
う
ち
、高
齢
期
の
社
会
的
孤
立
と
運
動
不

足
へ
の
対
策
は
、10
年
後
に
は
高
齢
者
世
帯
の
4
割
近
く
が
一
人

暮
ら
し
と
な
る
日
本
に
お
い
て
重
要
と
言
え
よ
う
。

　
こ
う
し
た
リ
ス
ク
の
低
減
に
効
果
的
な
高
齢
者
の
社
会
参
加
シ

ス
テ
ム
構
築
が
、全
国
各
地
で
始
ま
っ
て
い
る
。先
駆
的
な
例
と
し

て
は
、千
葉
県
柏
市
・
U
R
都
市
機
構
・
東
京
大
学
が
2
0
1
0

年
か
ら
同
市
内
の
団
地
で
進
め
て
き
た
就
労
促
進
事
業
が
あ
る
。

高
齢
者
が
健
康
づ
く
り
や
生
き
が
い
創
出
を
主
目
的
に
、居
住
地

の
近
く
で
無
理
な
く
働
く
取
り
組
み
で
あ
る
。新
規
に
用
意
さ
れ

た
都
市
型
農
業
や
学
童
保
育
、介
護
補
助
な
ど
に
従
事
し
た
高

齢
者
か
ら
は「
生
活
に
よ
い
緊
張
感
が
で
き
た
」「
人
と
の
交
流
が

増
え
た
」な
ど
の
回
答
が
寄
せ
ら
れ
た
。「
柏
モ
デ
ル
」の
立
役
者

は
、連
絡
調
整
や
労
務
管
理
な
ど
を
行
う
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
で

あ
っ
た
。高
齢
者
本
人
と
、地
場
企
業
や
社
会
福
祉
法
人
と
い
っ

た
事
業
主
と
の
希
望
を
丁
寧
に
マ
ッ
チ
ン
グ
さ
せ
た
ほ
か
、社
会

参
加
の
き
っ
か
け
づ
く
り
や
そ
の
後
の
コ
ー
チ
ン
グ
な
ど
で
も
活

躍
し
た
。

　
さ
ら
に
今
後
は
、社
会
参
加
を
促
す
バ
ー
チ
ャ
ル
な
仕
組
み
も

大
い
に
役
立
つ
。例
え
ば
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
独
自
の
話
題
を
提
供

す
る
地
域
S
N
S
や
、特
定
の
イ
ベ
ン
ト
に
出
席
す
れ
ば
特
典
が

得
ら
れ
る
仮
想
的
な
地
域
ポ
イ
ン
ト
な
ど
だ
。I
C
T
や
A
I
技

術
を
活
か
す
こ
と
に
よ
り
小
ま
め
な
き
っ
か
け
づ
く
り
の
仕
掛
け

が
で
き
れ
ば
、認
知
症
を
防
止
す
る
一
手
に
も
な
り
う
る
は
ず
で

あ
る
。

P o i n t
●認知症の根本的な治療が可能となるのは20～30年後と思われる。

●当面は予防強化が現実的であり、高齢者の社会参加が有効との統計あり。

●コーディネーターと社会参加促進のバーチャルな仕組みが不可欠。

［図］認知症の発生に対する各リスク因子の影響度

出所：ランセット委員会2017年報告を基に三菱総合研究所作成

（
※
1
）加
工
食
品
の
栄
養
表
示
の
義
務
化
猶
予
期
間
が
2
0
2
0
年
3
月
に
終
了
。

（
※
2
）満
た
さ
れ
る
ニ
ー
ズ
の
種
類
を
多
く
取
り
そ
ろ
え
る
こ
と
に
よ
り
、個
別
ニ
ー

ズ
を
も
つ
消
費
者
が
少
な
く
て
も
、全
体
と
し
て
多
く
の
消
費
者
の
ニ
ー
ズ

を
満
た
す
。

（
※
3
）三
菱
総
合
研
究
所「
生
活
者
市
場
予
測
シ
ス
テ
ム（
m
i
f
）」に
よ
る
調
査
。

対
象
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日
本
全
国
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20
〜
69
歳
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女 

／ 

サ
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プ
ル
数
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人

調
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時
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2
0
1
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月 
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調
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イ
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査

（
※
1
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済
協
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療 
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1
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0
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※
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プ
ラ
ン
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よ
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計
。

（
※
3
）英
国
の
医
学
雑
誌「T

he Lancet

」の
認
知
症
予
防・介
入・ケ
ア
に
関
す
る

国
際
委
員
会
。

　
2
0
2
0
年
4
月
、ほ
ぼ
全
て
の
加
工
食
品
で
栄
養
表
示
が
義

務
化（
※
1
）さ
れ
る
。生
鮮
食
品
の
食
品
成
分
表
と
組
み
合
わ
せ

て
、ど
の
よ
う
な
食
事
か
ら
、ど
の
よ
う
な
栄
養
を
ど
の
程
度
と
っ

た
の
か
を
消
費
者
自
ら
が
把
握
可
能
に
な
る
。あ
ら
た
め
て
、食

事
の「
栄
養
摂
取
」と
い
う
側
面
に
注
目
が
集
ま
り
そ
う
だ
。

　
今
回
、義
務
化
さ
れ
る
表
示
は
、カ
ロ
リ
ー
、タ
ン
パ
ク
質
、脂

質
、炭
水
化
物
、ナ
ト
リ
ウ
ム（
食
塩
相
当
量
）と
い
っ
た
生
活
習

慣
病
の
予
防
に
つ
な
が
る
5
項
目
で
あ
る
。適
切
な
情
報
開
示

に
よ
り
、消
費
者
の
食
生
活
改
善
に
よ
る
生
活
習
慣
病
の
予
防
、

ひ
い
て
は
医
療
費
の
削
減
効
果
も
見
込
ま
れ
る
。最
近
で
は
、日
々

の
食
事
内
容
を
記
録
し
、カ
ロ
リ
ー
や
P
F
C
バ
ラ
ン
ス（
タ
ン
パ

ク
質
、脂
質
、炭
水
化
物
の
バ
ラ
ン
ス
）を
自
動
計
算
し
て
く
れ
る

ス
マ
ホ
ア
プ
リ
も
提
供
さ
れ
て
お
り
、こ
う
し
た
サ
ー
ビ
ス
が
情
報

の
活
用
を
後
押
し
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　
し
か
し
、「
1
0
0
グ
ラ
ム
中
の
食
塩
相
当
量
0.3
グ
ラ
ム
」な
ど

細
か
な
数
字
を
毎
食
の
調
理
の
た
び
、い
く
つ
も
チ
ェッ
ク
す
る
の

は
し
ん
ど
い
。ス
マ
ホ
ア
プ
リ
を
使
用
し
て
も
、「
入
力
の
手
間
」

「
分
か
る
こ
と
の
少
な
さ
」「
継
続
の
難
し
さ
」と
い
っ
た
壁
に
直

面
す
る
。課
題
は
ま
だ
ま
だ
多
い
。

　
た
だ
し
、加
工
食
品
の
写
真
か
ら
商
品
を
判
定
し
て
栄
養
デ
ー

タ
を
自
動
入
力
す
る
よ
う
な
機
能
が
普
及
す
れ
ば
、日
々
の
栄
養

管
理
の
作
業
負
荷
は
軽
減
さ
れ
る
。A
I
チ
ャ
ッ
ト
ボ
ッ
ト
が
進

化
す
れ
ば
、糖
尿
病
、貧
血
な
ど
の
食
事
習
慣
と
密
接
に
関
係
す

る
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
病
気
に
関
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
も
可
能
に
な
る
。利

用
者
一
人
ひ
と
り
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
栄
養
管
理
が
実
現
す
れ

ば
、少
数
派
の
ニ
ー
ズ
が
主
役
の「
ロ
ン
グ
テ
ー
ル
」型（
※
2
）の
栄

養
管
理
の
実
現
が
近
づ
く
の
で
は
な
い
か
。

　
超
高
齢
社
会
を
迎
え
る
に
あ
た
り
栄
養
管
理
へ
の
ニ
ー
ズ
は
確

実
に
増
す
と
見
ら
れ
る
。当
社
調
査（
※
3
）に
よ
れ
ば「
健
康
の
た

め
に
栄
養
バ
ラ
ン
ス
の
良
い
食
事
を
し
た
い
」と
考
え
る
消
費
者

は
約
7
割
で
、高
齢
者
ほ
ど
増
加
す
る
傾
向
が
あ
る（
図
）。ス
マ
ホ

ア
プ
リ
や
A
I
の
普
及
に
伴
い
、栄
養
摂
取
と
健
康
に
関
連
す
る

ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
が
蓄
積
さ
れ
れ
ば
、個
人
の
生
活
習
慣
に
即
し
た

ア
ド
バ
イ
ス
が
的
確
に
な
り
、健
康
経
営
や
健
康
寿
命
の
延
伸
な

ど
に
寄
与
す
る
多
様
な
社
会
課
題
解
決
型
ビ
ジ
ネ
ス
が
発
展
す

る
可
能
性
が
高
ま
る
。

【ヘルスケア】

地域創生事業本部　葦津 紗恵

15歳までの
教　育若年期 8%

35%

喫 煙
う つ 病
運 動 不 足
社会的孤立
糖 尿 病

難 聴
高 血 圧
肥 満

出所：三菱総合研究所「生活者市場予測システム（mif）」
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【競争力】

AI・ロボット普及は
日本に生産性改革を促すか

政策・経済研究センター　酒井 博司

P o i n t
●AI・ロボットの普及は、新製品・サービスの創造を通じ経済成長に資する。

●日本のIT革命は効率化が主で新製品・サービス創造は不十分だった。

●同じ轍を踏まぬよう幅広いオープンイノベーションと規制改革を。

［図］日米労働生産性※1の伸び率の分解（1995-2005）

【国 際】

G20を支える
専門家集団の存在

環境・エネルギー事業本部　西村 邦幸

　
貿
易
戦
争
や
気
候
変
動
に
よ
る
災
害
、移
民・難
民
問
題
、テ
ロ

対
策
な
ど
、世
界
に
お
け
る
課
題
は
山
積
み
で
あ
る
。こ
の
状
況
の

中
で
、日
本
を
初
の
ホ
ス
ト
国
と
す
る
主
要
20
カ
国
・
地
域（
G

20
）首
脳
会
議
が
6
月
、大
阪
で
開
催
さ
れ
た
。

　
各
界
の
意
見
を
首
脳
会
議
に
反
映
さ
せ
討
議
を
実
り
あ
る
も
の

に
す
る
た
め
に
、専
門
的
な
人
材
が
集
ま
る「
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト・

グ
ル
ー
プ
」が
毎
年
の
G
20
首
脳
会
議
に
合
わ
せ
て
組
織
さ
れ
る
。

20
カ
国・地
域
の
経
済
団
体
で
構
成
さ
れ
る「
B
20
」（
2
0
1
0

年
創
設
）を
皮
切
り
に
、現
在
は
労
働
組
合
の「
L
20
」、若
者
代
表

の「
Y
20
」、シ
ン
ク
タ
ン
ク
の「
T
20（T

hink20

）」な
ど
計
八

つ
の
グ
ル
ー
プ
が
あ
る
。当
社
は
今
回
T
20
に
参
画
し
て
、気
候
変

動
と
環
境
を
議
題
と
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス（
T
F
）3
の
メ
ン

バ
ー
と
な
っ
た（
図
）。

　
T
F
3
で
は
、先
進
的
な
各
種
措
置
を
通
じ
て
脱
炭
素
社
会
へ

の
移
行
を
進
め
る
と
と
も
に
、循
環
型
の
経
済
社
会
実
現
に
向
け

た
国
際
的
な
政
策
協
調
体
制
づ
く
り
を
目
指
す
よ
う
提
言
し

た
。こ
の
中
で
当
社
は「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン・
適
切
な
技
術
・
地
域

ベ
ー
ス
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
用
い
た
包
括
的
な
脱
炭
素
社

会
の
構
築
」を
掲
げ
た
。

　
先
進
国
に
比
べ
て
技
術
の
普
及
が
遅
れ
て
い
る
途
上
国
で
は
、

む
し
ろ
新
技
術
導
入
へ
の
社
会
的
制
約
が
少
な
い
。例
え
ば
、大

型
の
発
電
所
や
送
配
電
シ
ス
テ
ム
が
整
備
さ
れ
て
い
な
け
れ
ば
、

過
去
の
投
資
の
採
算
性
を
考
え
る
こ
と
な
く
地
域
分
散
型
の
再

エ
ネ
設
備
を
新
規
に
導
入
し
や
す
い
。こ
う
し
た「
リ
ー
プ
フ
ロ
ッ

グ（
か
え
る
跳
び
）型
」の
発
展
を
目
指
し
て
、対
象
地
域
の
生
活

様
式
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
形
態
に
配
慮
し
つ
つ
技
術
移
転
を
進
め

れ
ば
、再
エ
ネ
に
よ
る
電
化
や
雇
用
の
恩
恵
を
地
域
の
人
々
に
広

く
平
等
に
行
き
渡
ら
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
今
回
初
め
て
提
言
策
定
に
加
わ
り
、国
内
外
の
多
彩
な
関
係
者

か
ら
成
る
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト・グ
ル
ー
プ
が
示
す
幅
広
い
知
見

を
、日
本
を
は
じ
め
と
す
る
各
国
政
府
が
持
続
的
に
政
策
に
採
り

入
れ
て
活
用
す
る
余
地
が
ま
だ
残
さ
れ
て
い
る
と
感
じ
た
。そ
う

す
れ
ば
G
20
首
脳
会
議
が
世
界
の
課
題
解
決
に
果
た
す
役
割
は
、

さ
ら
に
増
す
で
あ
ろ
う
。

P o i n t
●課題山積の国際情勢の中、日本はホスト国として初のG20を開催。

●提言グループに加わった当社は包括的な脱炭素社会の構築を主張。

●世界的な課題解決に向けて各国政府はグループの提言活用促進を。

［図］エンゲージメント・グループとT20のタスクフォース

出所：G20とT20の資料より三菱総合研究所作成

（
※
1
）全
要
素
生
産
性（T

otal Factor Productivity

）の
略
で
、生
産
要
素
で

あ
る
資
本
や
労
働
投
入
量
の
変
化
に
よ
ら
な
い
生
産
増
加
分
に
対
応
す
る
。

具
体
的
に
は
、生
産
効
率
の
向
上
や
、技
術
進
歩（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）な
ど
を

表
す
指
標
で
あ
る
。

（
※
2
）「Jorgenson, D

. （2001

）, Inform
ation T

echnology and the 
U
.S. Econom

y, Am
erican Econom

ic Review
, 91

（1

） pp. 1-32

」

の
方
法
に
基
づ
き
分
解
。

　
新
た
な
I
T
で
あ
る
A
I（
人
工
知
能
）と
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
は
、

自
動
化
と
相
互
結
合
を
多
面
的
に
進
展
さ
せ
る
。そ
れ
に
よ
り
新

た
な
製
品・サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
促
進
さ
れ
、経
済
成
長
に
資
す
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。そ
れ
で
は
、A
I
や
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の
普
及

は
、I
T
革
命
時
の
米
国
で
見
ら
れ
た
よ
う
な
全
要
素
生
産
性

（
T
F
P（
※
1
））の
上
昇
に
よ
る
成
長
の
加
速
を
も
た
ら
す
で
あ

ろ
う
か
。

　
I
T
革
命
進
展
時（
1
9
9
5
年
〜
2
0
0
5
年
）の
日
米
の

状
況
を
比
較
し
、日
本
の
特
徴
を
見
る
と
、そ
の
間
の
労
働
生
産
性

（
G
D
P
／
労
働
者
数
）の
伸
び
自
体
は
、日
米
で
大
差
は
な
い
。

し
か
し
、労
働
生
産
性
を
資
本
深
化（
資
本
ス
ト
ッ
ク
／
労
働
者

数
）と
T
F
P
に
分
け
て
分
析
す
る
と
、資
本
深
化
は
日
本
の
伸
び

が
高
い
の
に
対
し
、T
F
P
、と
り
わ
け
非
I
T
製
造
業（
そ
の
他

産
業
）の
T
F
P
が
米
国
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る（
図
）。

　
推
計
に
際
し
て
、G
D
P
の
増
加
に
つ
な
が
る
T
F
P
を
、

I
T
製
造
業
と
、そ
れ
ら
を
活
用
す
る「
そ
の
他
産
業
」に
分
解

（
※
2
）し
た
。日
米
で
I
T
製
造
業
の
T
F
P
は
大
差
が
な
く
、そ

れ
ぞ
れ
同
程
度
の
I
T
資
本
財
価
格
低
下
が
も
た
ら
さ
れ
た
。し

か
し
、「
そ
の
他
産
業
」の
T
F
P
に
お
け
る
日
米
の
差
は
顕
著
で

あ
り
、日
本
0.2
%
に
対
し
て
米
国
0.8
%
と
か
い
離
し
て
い
る
。つ
ま

り
、「
そ
の
他
産
業
」で
I
T
技
術
を
用
い
た
新
製
品
・サ
ー
ビ
ス

に
よ
る
新
市
場
開
拓
面
で
日
本
は
大
き
く
後
れ
を
取
り
、経
済
成

長
に
差
が
生
じ
る
一
因
と
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

　
2
0
1
9
年
6
月
に
公
表
さ
れ
た
I
M
D「
世
界
競
争
力
年

鑑
2
0
1
9
」の
個
別
項
目
が
示
す
と
お
り
、日
本
の「
企
業
に

お
け
る
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
企
業
が
I
T
技

術
を
活
用
し
、事
業
の
対
象
を
積
極
的
に
変
化
さ
せ
る
）」は
51

位（
63
カ
国・地
域
中
）と
評
価
が
低
い
。こ
の
状
況
が
続
け
ば
、日

本
で
A
I・ロ
ボ
ッ
ト
が
導
入
さ
れ
る
過
程
に
お
い
て
も
I
T
革
命

時
と
同
じ
轍
を
踏
み
、経
済
活
動
を
か
え
っ
て
縮
小
さ
せ
て
し
ま

う
お
そ
れ
が
あ
る
。そ
の
シ
ナ
リ
オ
を
回
避
し
、A
I・ロ
ボ
ッ
ト
を

単
に
効
率
化（
人
員
削
減
）の
手
段
で
は
な
く
、新
製
品
・サ
ー
ビ

ス
の
創
造
に
活
用
し
て
市
場
拡
大
と
経
済
成
長
に
つ
な
げ
る
に

は
、幅
広
い
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
、A
I
・ロ
ボ
ッ
ト
化
に

伴
う
産
業
構
造
変
化
に
対
応
す
る
規
制
改
革
の
迅
速
な
推
進
が

必
要
で
あ
る
。

MRI MONTHLY REVIEW MRI MONTHLY REVIEW

資本深化

TFP：IT製造業※2

TFP：その他産業

出所：RIETI, JIPデータベース、米国商務省経済分析局、OECDのデータを用い、Jorgenson（2001）の方法を援用し三菱総合研究所推計

※1：IT化の進展した1995-2005年の期間平均年率換算値。
※2：IT製造業はIT機器（電子計算機・同付属品、通信機器）および情報サービス業（インターネット付随サービス業）。
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発展と中小企業政策

高齢化の
経済的影響と移民
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気候変動と環境持続可能な開発のための
2030年に向けたアジェンダ
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インフラ投資の
経済効果と投融資 アフリカとの協力
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【競争力】

AI・ロボット普及は
日本に生産性改革を促すか

政策・経済研究センター　酒井 博司

P o i n t
●AI・ロボットの普及は、新製品・サービスの創造を通じ経済成長に資する。

●日本のIT革命は効率化が主で新製品・サービス創造は不十分だった。

●同じ轍を踏まぬよう幅広いオープンイノベーションと規制改革を。

［図］日米労働生産性※1の伸び率の分解（1995-2005）

【国 際】

G20を支える
専門家集団の存在

環境・エネルギー事業本部　西村 邦幸

　
貿
易
戦
争
や
気
候
変
動
に
よ
る
災
害
、移
民・難
民
問
題
、テ
ロ

対
策
な
ど
、世
界
に
お
け
る
課
題
は
山
積
み
で
あ
る
。こ
の
状
況
の

中
で
、日
本
を
初
の
ホ
ス
ト
国
と
す
る
主
要
20
カ
国
・
地
域（
G

20
）首
脳
会
議
が
6
月
、大
阪
で
開
催
さ
れ
た
。

　
各
界
の
意
見
を
首
脳
会
議
に
反
映
さ
せ
討
議
を
実
り
あ
る
も
の

に
す
る
た
め
に
、専
門
的
な
人
材
が
集
ま
る「
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト・

グ
ル
ー
プ
」が
毎
年
の
G
20
首
脳
会
議
に
合
わ
せ
て
組
織
さ
れ
る
。

20
カ
国・地
域
の
経
済
団
体
で
構
成
さ
れ
る「
B
20
」（
2
0
1
0

年
創
設
）を
皮
切
り
に
、現
在
は
労
働
組
合
の「
L
20
」、若
者
代
表

の「
Y
20
」、シ
ン
ク
タ
ン
ク
の「
T
20（T

hink20

）」な
ど
計
八

つ
の
グ
ル
ー
プ
が
あ
る
。当
社
は
今
回
T
20
に
参
画
し
て
、気
候
変

動
と
環
境
を
議
題
と
す
る
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス（
T
F
）3
の
メ
ン

バ
ー
と
な
っ
た（
図
）。

　
T
F
3
で
は
、先
進
的
な
各
種
措
置
を
通
じ
て
脱
炭
素
社
会
へ

の
移
行
を
進
め
る
と
と
も
に
、循
環
型
の
経
済
社
会
実
現
に
向
け

た
国
際
的
な
政
策
協
調
体
制
づ
く
り
を
目
指
す
よ
う
提
言
し

た
。こ
の
中
で
当
社
は「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン・
適
切
な
技
術
・
地
域

ベ
ー
ス
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
用
い
た
包
括
的
な
脱
炭
素
社

会
の
構
築
」を
掲
げ
た
。

　
先
進
国
に
比
べ
て
技
術
の
普
及
が
遅
れ
て
い
る
途
上
国
で
は
、

む
し
ろ
新
技
術
導
入
へ
の
社
会
的
制
約
が
少
な
い
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え
ば
、大

型
の
発
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所
や
送
配
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シ
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テ
ム
が
整
備
さ
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て
い
な
け
れ
ば
、

過
去
の
投
資
の
採
算
性
を
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え
る
こ
と
な
く
地
域
分
散
型
の
再

エ
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設
備
を
新
規
に
導
入
し
や
す
い
。こ
う
し
た「
リ
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プ
フ
ロ
ッ

グ（
か
え
る
跳
び
）型
」の
発
展
を
目
指
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て
、対
象
地
域
の
生
活

様
式
や
エ
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ル
ギ
ー
利
用
形
態
に
配
慮
し
つ
つ
技
術
移
転
を
進
め

れ
ば
、再
エ
ネ
に
よ
る
電
化
や
雇
用
の
恩
恵
を
地
域
の
人
々
に
広

く
平
等
に
行
き
渡
ら
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
今
回
初
め
て
提
言
策
定
に
加
わ
り
、国
内
外
の
多
彩
な
関
係
者

か
ら
成
る
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト・グ
ル
ー
プ
が
示
す
幅
広
い
知
見

を
、日
本
を
は
じ
め
と
す
る
各
国
政
府
が
持
続
的
に
政
策
に
採
り

入
れ
て
活
用
す
る
余
地
が
ま
だ
残
さ
れ
て
い
る
と
感
じ
た
。そ
う

す
れ
ば
G
20
首
脳
会
議
が
世
界
の
課
題
解
決
に
果
た
す
役
割
は
、

さ
ら
に
増
す
で
あ
ろ
う
。

P o i n t
●課題山積の国際情勢の中、日本はホスト国として初のG20を開催。

●提言グループに加わった当社は包括的な脱炭素社会の構築を主張。

●世界的な課題解決に向けて各国政府はグループの提言活用促進を。

［図］エンゲージメント・グループとT20のタスクフォース

出所：G20とT20の資料より三菱総合研究所作成
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1
）全
要
素
生
産
性（T

otal Factor Productivity

）の
略
で
、生
産
要
素
で

あ
る
資
本
や
労
働
投
入
量
の
変
化
に
よ
ら
な
い
生
産
増
加
分
に
対
応
す
る
。

具
体
的
に
は
、生
産
効
率
の
向
上
や
、技
術
進
歩（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）な
ど
を

表
す
指
標
で
あ
る
。

（
※
2
）「Jorgenson, D

. （2001

）, Inform
ation T

echnology and the 
U
.S. Econom

y, Am
erican Econom

ic Review
, 91

（1

） pp. 1-32

」

の
方
法
に
基
づ
き
分
解
。

　
新
た
な
I
T
で
あ
る
A
I（
人
工
知
能
）と
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
は
、

自
動
化
と
相
互
結
合
を
多
面
的
に
進
展
さ
せ
る
。そ
れ
に
よ
り
新

た
な
製
品・サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
促
進
さ
れ
、経
済
成
長
に
資
す
る

こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。そ
れ
で
は
、A
I
や
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
の
普
及

は
、I
T
革
命
時
の
米
国
で
見
ら
れ
た
よ
う
な
全
要
素
生
産
性

（
T
F
P（
※
1
））の
上
昇
に
よ
る
成
長
の
加
速
を
も
た
ら
す
で
あ

ろ
う
か
。

　
I
T
革
命
進
展
時（
1
9
9
5
年
〜
2
0
0
5
年
）の
日
米
の

状
況
を
比
較
し
、日
本
の
特
徴
を
見
る
と
、そ
の
間
の
労
働
生
産
性

（
G
D
P
／
労
働
者
数
）の
伸
び
自
体
は
、日
米
で
大
差
は
な
い
。

し
か
し
、労
働
生
産
性
を
資
本
深
化（
資
本
ス
ト
ッ
ク
／
労
働
者

数
）と
T
F
P
に
分
け
て
分
析
す
る
と
、資
本
深
化
は
日
本
の
伸
び

が
高
い
の
に
対
し
、T
F
P
、と
り
わ
け
非
I
T
製
造
業（
そ
の
他

産
業
）の
T
F
P
が
米
国
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る（
図
）。

　
推
計
に
際
し
て
、G
D
P
の
増
加
に
つ
な
が
る
T
F
P
を
、

I
T
製
造
業
と
、そ
れ
ら
を
活
用
す
る「
そ
の
他
産
業
」に
分
解

（
※
2
）し
た
。日
米
で
I
T
製
造
業
の
T
F
P
は
大
差
が
な
く
、そ

れ
ぞ
れ
同
程
度
の
I
T
資
本
財
価
格
低
下
が
も
た
ら
さ
れ
た
。し

か
し
、「
そ
の
他
産
業
」の
T
F
P
に
お
け
る
日
米
の
差
は
顕
著
で

あ
り
、日
本
0.2
%
に
対
し
て
米
国
0.8
%
と
か
い
離
し
て
い
る
。つ
ま

り
、「
そ
の
他
産
業
」で
I
T
技
術
を
用
い
た
新
製
品
・サ
ー
ビ
ス

に
よ
る
新
市
場
開
拓
面
で
日
本
は
大
き
く
後
れ
を
取
り
、経
済
成

長
に
差
が
生
じ
る
一
因
と
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

　
2
0
1
9
年
6
月
に
公
表
さ
れ
た
I
M
D「
世
界
競
争
力
年

鑑
2
0
1
9
」の
個
別
項
目
が
示
す
と
お
り
、日
本
の「
企
業
に

お
け
る
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
企
業
が
I
T
技

術
を
活
用
し
、事
業
の
対
象
を
積
極
的
に
変
化
さ
せ
る
）」は
51

位（
63
カ
国・地
域
中
）と
評
価
が
低
い
。こ
の
状
況
が
続
け
ば
、日

本
で
A
I・ロ
ボ
ッ
ト
が
導
入
さ
れ
る
過
程
に
お
い
て
も
I
T
革
命

時
と
同
じ
轍
を
踏
み
、経
済
活
動
を
か
え
っ
て
縮
小
さ
せ
て
し
ま

う
お
そ
れ
が
あ
る
。そ
の
シ
ナ
リ
オ
を
回
避
し
、A
I・ロ
ボ
ッ
ト
を

単
に
効
率
化（
人
員
削
減
）の
手
段
で
は
な
く
、新
製
品
・サ
ー
ビ

ス
の
創
造
に
活
用
し
て
市
場
拡
大
と
経
済
成
長
に
つ
な
げ
る
に

は
、幅
広
い
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
、A
I
・ロ
ボ
ッ
ト
化
に

伴
う
産
業
構
造
変
化
に
対
応
す
る
規
制
改
革
の
迅
速
な
推
進
が

必
要
で
あ
る
。

MRI MONTHLY REVIEW MRI MONTHLY REVIEW

資本深化

TFP：IT製造業※2

TFP：その他産業

出所：RIETI, JIPデータベース、米国商務省経済分析局、OECDのデータを用い、Jorgenson（2001）の方法を援用し三菱総合研究所推計

※1：IT化の進展した1995-2005年の期間平均年率換算値。
※2：IT製造業はIT機器（電子計算機・同付属品、通信機器）および情報サービス業（インターネット付随サービス業）。

日　本 米　国

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0

（%）

1.0%

0.6%

0.2%

0.5%

0.8%

0.8%

※TF3のメンバーは地球環境戦略研究機関、科学技術振興機構、三菱総合研究所
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TF4

貿易、投資、グローバル化社会的一体性、
グローバル統治、政治の将来

デジタル世代のための
仕事と教育

ファイナンシャルテクノロジーの
発展と中小企業政策

高齢化の
経済的影響と移民

TF10

気候変動と環境持続可能な開発のための
2030年に向けたアジェンダ

安定化および発展のための
国際金融構造

インフラ投資の
経済効果と投融資 アフリカとの協力
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